
様式１
参　加　表　明　書

令和　　年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印　

　令和７年　月　日付け公告に係る「広域飛行可能なドローンを活用した愛媛県原子力防災ドローンシステム構築業務」の企画提案に参加したいので、下記書類を添えて、申し込みます。

　なお、説明書「４　企画提案書の提出者に必要な資格」に定める要件を全て満たしていることを誓約します。

記

１　添付書類　　

（１）令和５～７年度競争入札参加資格審査結果通知書（写）１部

（２）様式８　企業の同種又は類似の業務の受注実績　１部

【担当者】　所　属
　　　　　　　職氏名

　

【連絡先】　住　所

　　　　　　　ＴＥＬ

ＦＡＸ

　　　　　　　E-mail

様式２
辞　退　届

令和　　年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印　

　令和　　年　　月　　日付けで参加表明書を提出した「広域飛行可能なドローンを活用した愛媛県原子力防災ドローンシステム構築業務」に係る企画提案については、参加を辞退したいので届け出ます。


【担当者】　所　属

　　　　　　　職氏名

　

【連絡先】　住　所

　　　　　　　ＴＥＬ

ＦＡＸ

　　　　　　　E-mail
様式３
企　画　提　案　質　問　票

令和　　年　　月　　日

	業務名
	広域飛行可能なドローンを活用した愛媛県原子力防災ドローンシステム構築業務

	企　 　業　 　名
	

	担当者

連絡先
	所　属
	

	
	職氏名
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	


	質　問　項　目
	

	〔内　容〕


様式４
企　画　提　案　提　出　書

令和　　年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印　

「広域飛行可能なドローンを活用した愛媛県原子力防災ドローンシステム構築業務」の企画提案に係る関係書類を下記のとおり提出します。

記

１　法人・団体の概要書（様式５、６）　　１部
２　企画提案書（様式７～14）　　　　　　７部（正１部、副６部）
３　参考見積書　　　　　　　　　　　　　７部（正１部、副６部）

　

【担当者】　所　属

　　　　　　　職氏名

　【連絡先】　住　所

　　　　　　　ＴＥＬ

ＦＡＸ

　　　　　　　E-mail

様式５
法人・団体の概要書（提案企業）
令和　　年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印　

	１　名称
	

	２　代表者職氏名
	

	３　住所
	

	４　資本金
	

	５　設立年月日
	

	６　従業員数
	

	７　事業内容
	

	８　主な支店・営業所
	


※法人・団体の概要に係るパンフレット等を添付のこと。（提出部数１部）

※必要に応じて、別紙記載とすること。
様式６
法人・団体の概要書（協力企業）

令和　　年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印　

	１　名称
	

	２　代表者職氏名
	

	３　住所
	

	４　資本金
	

	５　設立年月日
	

	６　従業員数
	

	７　事業内容
	

	８　主な支店・営業所
	


※法人・団体の概要に係るパンフレット等を添付のこと。（提出部数１部）

※必要に応じて、別紙記載とすること。
様式７
業　務　実　施　体　制
１　担当部局
	（企業名）
部局名
	職務の範囲（分担業務の内容）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※業務を分担する場合は、複数の部局名を記載すること。協力事業者を配置する場合は、企業名を併記すること。
※業務を実施する組織について、「組織系統図」（企業内での職、当該組織内での
職、氏名を記載）を添付すること。（記載様式は自由）

２　予定技術者（管理技術者又は担当技術者）
	
	予定技術者名
	（企業名）
所属・役職
	担当する業務分野

	管理技術者

（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄマネージャー）
	
	
	

	担当技術者
（個別業務責任者）
	
	
	


※氏名には、ふりがなを付けること。

※管理技術者及び担当技術者の再委託は、認めない。ただし、担当技術者の副査に協力事業者の技術者を配置することはできるものとし、予定技術者名、協力企業名及び所属・役職を併記すること。
様式８
企業の同種又は類似の業務の受注実績
	１　業務分類
	（同種・類似）業務

	２　業務名
	

	３　契約金額
	

	４　履行期間
	

	５　発注機関名
住所

ＴＥＬ
	

	６　業務の概要

	

	７　業務の技術的特徴

	


※業務分類には、説明書７（２）イの表中２に示す「同種」又は「類似」の業務を記載すること。
※業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記載すること。
※記載した実績を証明する書類の写しを添付すること。
様式９
予定技術者（管理技術者又は担当技術者）の経歴等

　
管理技術者の経歴

	①氏名
	②生年月日

	③（企業名）所属・役職

	④保有資格
　◯◯◯◯　　（登録番号：　　　　、取得年月日　　　　　　　　）
◯◯◯◯　　（登録番号：　　　　、取得年月日　　　　　　　　）

	⑤同種又は類似業務経歴（５件まで）

※詳細は、様式10に記載すること。

	業務名
	業務概要
	発注機関
	備考

	
	（　　　技術者として従事）
	
	

	
	（　　　技術者として従事）
	
	

	
	（　　　技術者として従事）
	
	

	
	（　　　技術者として従事）
	
	

	
	（　　　技術者として従事）
	
	

	⑥実務経験（管理技術者の経験を含む）　　　　　年（うち管理技術者　年）
1)例）ドローン○○の○○業務に従事（〇〇技術者）　　  　年　月～　年　月
2) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　年　月～　年　月


※保有資格については、資格者証等の写しを添付すること。
※同種又は類似業務については、令和２年度～令和６年度における実績を記載すること。
様式10
予定技術者（管理又は担当）の同種又は類似業務の実績

　
	業務分類
	（同種・類似）業務

	業務名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住所

ＴＥＬ
	

	業務の概要

	

	業務の技術的特徴

	

	当該技術者の業務
担当の内容

	


※業務分類には、説明書７（２）イの表２に示す「同種」又は「類似」の業務を記載すること。
※業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記載すること。
※記載した実績を証明する書類の写しを添付すること。
　※業務名数に応じて1件につき1枚作成すること。
様式11
　

事　業　内　容
	提　案　内　容

	１　ドローン運航システムの整備
（1）ドローン機体及びカメラ等の搭載機材の導入
（2）運航管理システムの整備
（3）映像収集配信システムの整備
（4）通信環境の整備

（5）飛行計画の作成、各種データ整備及びドローン機体と各システム等の連携に係るシステム設定
２　実運用に向けたドローン飛行テストの実施
（１）飛行テスト等
（２）原子力防災訓練における対応
３　ドローン運用体制の整備
（1）操作マニュアル及び研修プログラムの作成
（2）研修会の実施



※必要に応じて、補足資料を添付すること。
様式12
スケジュール（工程計画）
	項目
	業務工程
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※項目は、業務の内容に応じて適宜設定すること。
※構築スケジュールに適合するよう、詳細に記載すること。
※必要に応じて、別紙記載とすること。
様式13
　

実運用後の保守管理方針

	提　案　内　容

	１　実運用後の保守管理方針について
（1）保守管理体制の全体像
（2）ドローン機体及び搭載機材の保守管理方針
（3）運行管理システム及び映像収集配信システムの保守管理方針
（4）通信（通信機器、通信ネットワーク及び通信料）及び情報端末の保守管理方針
（5）研修会の実施

（6）平時及び災害時におけるバックアップ体制
（7）費用逓減効果
２　実運用後の現地飛行テストについて



※必要に応じて、補足資料を添付すること。

様式14
　

実運用後のランニングコスト（維持管理経費）

	提　案　内　容

	①ドローン機体及び搭載機材

	

	②運航管理システム及び映像収集配信システム

	

	③通信（通信機器、通信ネットワーク及び通信料）及び情報端末の保守管理

	

	④研修会の実施

	

	⑤平時及び災害時におけるバックアップ

	


※①から⑤の具体的な項目及び金額（見込み）について記載すること。
※項目は必要に応じて追加・修正のうえ、利用可能であること。

※必要に応じて、補足資料を添付すること。
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